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1.  平成21年3月期第2四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第2四半期 38,799 ― 661 ― 474 ― △218 ―

20年3月期第2四半期 33,322 △2.8 722 △45.9 697 △42.9 359 △50.9

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第2四半期 △2.95 ―

20年3月期第2四半期 4.85 4.83

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第2四半期 90,389 41,222 43.0 525.13
20年3月期 87,906 42,107 45.1 534.68

（参考） 自己資本   21年3月期第2四半期  38,890百万円 20年3月期  39,605百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 4.00 ― 4.00 8.00
21年3月期 ― 4.00 ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― 4.00 8.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 80,000 21.8 2,500 91.0 2,300 124.6 700 83.2 9.45

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．予想（平成20年10月22日発表）の見直しは行なっておりません。上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実
際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。なお、上記予想に関する事項は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 「３．連結業績予想に
関する定性的情報」をご覧ください。 
２．当連結会計年度より、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い、四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期  78,698,816株 20年3月期  78,698,816株

② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期  4,641,492株 20年3月期  4,624,908株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第2四半期  74,065,637株 20年3月期第2四半期  74,073,568株
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【定性的情報・財務諸表等】 
 

１ 連結経営成績に関する定性的情報 
当第２四半期連結累計期間の経営成績につきましては、原材料高騰による収益圧迫に加え、改正建築基準法施行後以降

の新設住宅着工戸数の低迷やＩＴ関連分野における需要の伸び悩みなど事業環境が悪化しました。その結果、連結売上

高は大日本プラスチックスグループが加わったことにより、387億9千9百万円（前年同期比16.4％増）となりましたが、

営業利益は6億6千1百万円（前年同期比8.5％減）、経常利益は4億7千4百万円（前年同期比32.0％減）となりました。ま

た、当会計期間から｢棚卸資産の評価に関する会計基準｣が適用されたことにより、棚卸資産評価損等の特別損失を計上

した結果、四半期純損失が2億1千8百万円（前年同期比5億7千7百万円の減少）となりました。 

 

セグメント別の事業の状況は、次のとおりであります。 

住環境事業 

住宅資材部門は、管工機材を中心に昨年６月の改正建築基準法施行後、新設住宅着工戸数の前年割れが続いている影

響を受け、前年同期を下回りました。 

採光材部門及び環境資材部門は、大日本プラスチックスが加わったことによる増収効果により、前年同期を上回った

ものの、建築資材需要の低迷、道路特定財源問題など厳しい事業環境で推移しました。 

床材部門は、マンション着工戸数の減少により、新築マンション向けは減少しましたが、改修工事は順調に推移し、

前年同期を上回りました。 

その結果、住環境事業の売上高は、211億9千8百万円（前年同期比23.2％増）、営業利益は、7億5千万円（前年同期比

18.8％増）となりました。 

高機能材事業 

プレート部門は、昨年度後半より回復した液晶関連分野が、第1四半期は順調に推移したものの、第2四半期より在庫

調整時期に入り伸び悩みました。その結果、工業用プレートは前年同期をわずかながら上回る程度にとどまりました。

一方、仕入商品の減少により、部門全体としては前年同期並みとなりました。 

ポリカプレート部門は、産業機械用途向けが順調に推移した結果、前年同期を上回りました。 

その結果、高機能材事業の売上高は、148億5千8百万円（前年同期比0.4％減）となり、原材料価格上昇の販売価格へ

の転嫁の遅れもあり営業利益は1億3千3百万円（前年同期比57.6％減）となりました。 

メディカル事業 

骨接合材部門において、整形外科分野と顎顔面外科分野が順調に推移した結果、メディカル事業の売上高は、8億1千4

百万円（前年同期比3.3％増）となりましたが、販売固定費の増加により営業損失は、1億9百万円（前年同期比3百万円

の損失増）となりました。 

その他事業 

エンジニアリング事業は、管更生部門(下水管渠リニューアル材料)が、政令指定都市での発注が活発で前年同期を上

回りました。なお、管更生部門、上下水道部門とも下期に向けての受注が好調に進捗しています。 

成型品事業は、自動車部品を中心に順調に推移しましたが、原材料価格の上昇により利益面では苦戦を強いられました。 

その結果、その他事業の売上高は、大日本プラスチックスのグループ会社が加わったことにより19億2千8百万円と前

年同期の4.7倍となりましたが、営業損失は1億1千2百万円(前年同期比3百万円の利益増)となりました。 

 

なお、｢連結経営成績に関する定性的情報｣における前年同四半期増減率及び前年同四半期の金額につきましては、参

考として記載しています。 

 

２ 連結財政状態に関する定性的情報 
(1) 資産、負債及び純資産の状況 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、主に現預金の増加により前連結会計年度末に比べ24億8千2百万円増加しま

した。一方、負債は、主に支払手形及び買掛金の増加により前連結会計年度末に比べ33億6千6百万円増加しました。ま

た、純資産は、利益剰余金及び評価・換算差額等の減少により前連結会計年度末に比べ8億8千4百万円減少しました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは主に減価償却費と仕入債務の増加により26億7千2百万円となり

ました。また、投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得による支出により△11億1千2百万円、財務活動によるキ

ャッシュ・フローは、主に借入金の増加等により2億5千5百万円となりました。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物残高は、94億1千1百万となりました。 
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３ 連結業績予想に関する定性的情報 
今後の見通しにつきましては、世界的な金融危機と景気後退からも先行き不透明な状況が予想されます。当社が市場
とする住宅、建築及び土木等の業界も引き続き低調に推移するものと見込まれ、また、半導体、液晶パネル関連業界も
市況の悪化や世界的な景気後退を背景に設備投資も抑制傾向が続くものと思われます。 

当社グループにとりましては引き続き、大日本プラスチックスとの生産・販売統合等経営資源の集中、生産コストの

削減等諸施策を強化継続する所存でありますが、かかる状況を踏まえ、平成20年10月22日に通期業績予想の修正を発表

いたしております。 

 

４ その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

  該当事項はありません。 

 

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

  （簡便な会計処理） 

  法人税等の算定方法 

一部の連結子会社は、前連結会計年度の法人税等の負担率を使用する方法を用い、算定しております。 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっております。 

  （四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理） 

  税金費用の計算 

税金費用については、当第2四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法の変更 

  ①「四半期財務諸表に関する会計基準」の適用 

当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準12号）及び「四半期財務諸表に 

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財 

務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更 

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による低価法によっておりま

したが、第1四半期連結会計期間により「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成

18年7月5日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

これにより、当第2四半期連結累計会計期間の営業利益、経常利益は、4百万円、税金等調整前四半期純利

益は、212百万円減少しております。 

  「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

   第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号）を適用しております。 

なお、損益に与える影響はありません。 

  リース取引に関する会計基準の適用 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 平成5年6月17日(企業会計審

議会第一部会)、平成19年3月30日改正）)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第16号 平成6年1月18日(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平成19年3月30日改正）)が平成

20年4月1日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったこ

とに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によ

っております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、損益に与える影響はありません。 
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５ 四半期連結財務諸表 
(１) 四半期連結貸借対照表 

                                  (単位:百万円) 

 当第２四半期連結会計期間
末 

（平成20年9月30日） 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
（平成20年3月31日） 

資産の部 

  流動資産 

   現金及び預金 9,422 7,624

   受取手形及び売掛金 26,563 26,279

   有価証券 19 19

   商品 922 926

   製品 6,841 6,859

   半製品 542 501

   原材料 1,748 1,697

   仕掛品 1,726 1,556

   繰延税金資産 741 728

   その他 1,755 1,703

   貸倒引当金 △375 △354

   流動資産合計 49,909 47,541

  固定資産 

   有形固定資産 

建物及び構築物(純額) 9,289 9,360

機械装置及び運搬具(純額) 7,108 7,410

土地 10,402 10,699

建設仮勘定(純額) 561 376

その他 2,116 1,524

    有形固定資産合計 29,479 29,371

   無形固定資産 

のれん 493 557

その他 461 403

    無形固定資産合計 954 961

   投資その他の資産 

投資有価証券 3,483 3,758

繰延税金資産 4,375 4,235

その他 2,201 2,073

    貸倒引当金 △13 △34

    投資その他の資産合計 10,046 10,032

   固定資産合計 40,480 40,365

  資産合計 90,389 87,906
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 当第２四半期連結会計期間末
（平成20年9月30日） 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
（平成20年3月31日） 

負債の部 

流動負債 

  支払手形及び買掛金 18,557 16,731

  短期借入金 7,415 4,522

  １年内返済予定の長期借入金 1,648 3,449

  １年内償還予定の社債 50 50

  未払法人税等 306 670

  賞与引当金 983 885

  役員賞与引当金 － 7

  訴訟損失引当金 150 －

  その他 4,332 3,477

  流動負債合計 33,444 29,795

固定負債 

  社債 － 25

  長期借入金 2,320 2,872

繰延税金負債 1,011 1,010

   退職給付引当金 10,770 10,959

  役員退職引当金 217 195

  その他 1,402 942

  固定負債合計 15,722 16,004

負債合計 49,166 45,799

純資産の部 

 株主資本 

  資本金 15,189 15,189

  資本剰余金 14,667 14,667

  利益剰余金 9,959 10,474

  自己株式 △1,386 △1,382

  株主資本合計 38,429 38,949

 評価・換算差額等 

  その他有価証券評価差額金 465 675

  為替換算調整勘定 △4 △19

  評価・換算差額等合計 460 656

 小数株主持分 2,332 2,501

 純資産合計 41,222 42,107

負債純資産合計 90,389 87,906
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(２) 四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

                 (単位:百万円) 

 当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年4月1日 
   至 平成20年9月30日） 

売上高 38,799

売上原価 28,041

売上総利益 10,758

販売費及び一般管理費 10,096

営業利益 661

営業外収益 

受取配当金 42

その他 131

営業外収益合計 173

営業外費用 

支払利息 93

その他 267

営業外費用合計 360

経常利益 474

特別利益 

固定資産売却益 2

特別損失合計 2

特別損失 

固定資産処分損 70

たな卸資産評価損 219

訴訟損失引当金繰入額 150

その他 135

特別損失合計 574

税金等調整前四半期純損失(△) △97

法人税等 246

少数株主損失(△) △125

四半期純損失(△) △218
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(３) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
                     （単位：百万円） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年4月1日 
   至 平成20年9月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税金等調整前四半期純利益 △97 

 減価償却費 1,759 

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △340 

 賞与引当金の増減額（△は減少） 98 

のれん償却額 30 

受取利息及び受取配当金 △53 

支払利息 93 

 売上債権の増減額（△は増加） △157 

 たな卸資産の増減額（△は増加） △265 

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,840 

 その他 447 

 小計 3,355 

 利息及び配当金の受取額 54 

 利息の支払額 △96 

 法人税等の支払額 △641 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,672 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △1,155 

 有形固定資産の売却による収入 277 

 無形固定資産の取得による支出 △102 

 投資有価証券の取得による支出 △88 

 その他 △43 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,112 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 短期借入金の純増減額（△は減少） 3,136 

 長期借入金の返済による支出 △2,352 

 リース債務の返済による支出 △165 

 自己株式の取得による支出 △4 

 配当金の支払額 △296 

 少数株主への配当金の支払額 △9 

 その他 △52 

 財務活動によるキャッシュ・フロー 255 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19 

現金及び現金同等物の増減額 1,795 

現金及び現金同等物の期首残高 7,615 

現金及び現金同等物の期末残高 9,411 
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当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準12号）及び「四半期財務諸表に 

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財 

務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

 

(４) 継続企業の前提に関する注記 
     該当事項はありません。 

 

(５) セグメント情報 
(事業の種類別セグメント情報) 
当第２四半期連結累計期間(自 平成20年4月 1日  至 平成20年9月30日) 

（単位：百万円） 

 住環境 高機能材 メディカル そ の 他  消去又  

 事 業 事  業 事  業 事  業 計 は全社 連  結 

売 上 高  

(1) 外部顧客に対する売上高 21,198 14,858 814 1,928 38,799 － 38,799

(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

 

－ 

 

－ 

 

－ 797

 

797 (  797)

 

－ 

計 21,198 14,858 814 2,726 39,597 (  797) 38,799

営業利益又は営業損失(△) 750 133 △109 △112 661 (0) 661

 

 (注) １．事業区分の方法 

製品の使用目的を考慮し、住環境事業、高機能材事業、メディカル事業及びその他事業に区分しております｡ 

２．各区分の主要な製品 

住環境事業 採光建材、外装建材、管工機材、住器製品、エクステリア製品、内装建材、床材、合成樹

脂被覆鉄線、合成樹脂被覆鋼管、プラスチックネット・ネット状パイプ、ポリエチレン製

排水材、プラスチツク耐圧管他 

高機能材事業 硬質塩ビプレート、ポリカーボネートプレート、ＰＥＴプレート、ＰＰプレート、アクリ

ルプレート他、ＰＰ/ＰＥ丸棒、プラスチック看板および屋外広告物等、ポリエチレンタン

ク、クイックサイン表示器（ＬＥＤ表示パネル）、アセテートシート他 

メディカル事業 吸収性骨接合材、導電性粘着材 

その他事業 上・下水用覆蓋、下水管渠リニューアル材料、上水道関連商品、自動車用射出成形部品他 

３．会計方針の変更 

 (たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更) 

｢四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法の変更｣に記載のとおり、第1四

半期連結会計期間により「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年7月5

日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累

計期間の営業利益は｢住環境事業｣で3百万円増加し、｢高機能材事業｣で3百万円、｢メディカル事業｣で3百万円、

｢その他事業｣で0百万円減少しております。 

 

(６) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 
       該当事項はありません。 
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「参考資料」 
   前年同四半期に係る財務諸表等 

(1) 中間連結損益計算書 
          (単位:百万円) 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
     至 平成19年９月30日） 

区 分 金    額 百分比(％) 

Ⅰ 売上高 33,322 100.0 

Ⅱ 売上原価 23,484 70.5 

 売上総利益 9,837 29.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 9,114 27.3 

  営業利益 722 2.2 

Ⅳ 営業外収益  

受取利息・配当金 53  

その他 153 207  

Ⅴ 営業外費用  

支払利息 40  

その他 192 232  

  経常利益 697 2.1 

Ⅵ 特別利益  

固定資産売却益 0  

投資有価証券売却益 243 243  

Ⅶ 特別損失  

固定資産処分損 18  

投資有価証券評価損 1  

その他 40 59  

  税金等調整前中間純利益 881 2.7 

法人税・住民税及び事業税 
342  

法人税等調整額 146 488  

  少数株主利益 33  

  中間純利益 359 1.1 
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(2) 中間連結キャッシュ・フロー計算書 
(単位:百万円) 

 
期    別  前中間連結会計期間 

  

科    目 
(自 平成19年4月 1日

至 平成19年9月30日)
   
 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純損益 881

減価償却費 1,531

退職給付引当金の増減額 △  303

売上債権の増減額 1,734

たな卸資産の増減額 163

仕入債務の増減額 841

その他 884

小     計 5,733

利息及び配当金の受取額 52

利息の支払額 △   40

法人税等の支払額 △1,080

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,665

  

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △1,055

有形固定資産の売却による収入 1

無形固定資産の取得による支出 △   59

投資有価証券の取得による支出 △  318

投資有価証券の売却による収入 335

貸付けによる支出 △   40

貸付金の回収による収入 24
その他 △  293

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,406
  

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額 190

社債の償還による支出 △   25

自己株式の取得による支出 △   17

親会社による配当金の支払額 △  332
その他 △  154

財務活動によるキャッシュ・フロー △  339
  

 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 16
 Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 2,936
 Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,780
 Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 50
 Ⅷ 現金及び現金同等物の中間末(期末)残高 8,766
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(3) セグメント情報 
(事業の種類別セグメント情報) 

前中間連結会計期間(自 平成19年4月 1日  至 平成19年9月30日) 

（単位：百万円） 

 住環境 高機能材 メディカル そ の 他  消去又  

 事 業 事  業 事  業 事  業 計 は全社 連  結 

売 上 高  

(1) 外部顧客に対する売上高 17,207 14,915 788 410 33,322 － 33,322

(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

 

－ 

 

－ 

 

－ 532

 

532 (  532)

 

－ 

計 17,207 14,915 788 943 33,855 ( 532) 33,322

営 業 費 用 16,575 14,601 894 1,059 33,132 ( 532) 32,599

営業利益又は営業損失(△) 631 313 △106 △116 722 － 722

 


